
 

令和６年度 奈良市地域自立支援協議会  

（  地域移行  ）グループ 活動報告書 

活動目的 ・住まいの選択肢を広げて地域移行を進めていくため、奈良市における居住支援の仕組

みを構築する 

・地域移行支援・地域定着支援の推進 

テーマ 

取り組み 

ポイント 

① 居住支援に関する資源情報の取りまとめ、情報の蓄積 

② 居住支援を行なう中での相談ができる場の創設 

③ 地域移行支援・地域定着支援事業を利用することが必要な人に利用がすすむよう、福

祉、行政、医療が一体となって学び、取り組む 

開催実績 グループ会議：以下、全てオンラインに於いて開催 

第 1回 4月 18 日…参加人数 17 人 

    内容：①情報共有 

「ひまわり」の活動報告、ケース（精神疾患のある外国籍の方の家探し支

援、高次脳機能障害で介護保険要支援の方の家探し） 

       ②活動計画について ③役割分担（ワーキンググループわけ） 

第 2回 5月 27 日…参加人数 16 人 

    内容：①情報共有 

「ひまわり」の活動報告、児童福祉施設入所の人の地域移行利用の可否に

ついて、「居住支援サミット」の開催案内 

       ②ワーキンググループに分かれての検討 

第 3回 7月 5 日…参加人数 12 人 

    内容：①情報共有 

「ひまわり」の活動報告、不動産仲介業者の情報、第 1回運営委員会の報

告 

       ②ワーキンググループに分かれての検討 

第 4回 8月 5 日 参加人数 11 人 

内容：①情報共有 

ケース報告（自宅で警察沙汰となり転居命じられた人の転居支援、50 代

女性の転居支援、虐待被害疑いのある精神疾患の家族分離支援等） 

②ワーキングチームにわかれての検討 

第 5回 9月 4 日…参加人数 12 人 

内容：①情報共有 

        「居住支援サミット」の動きについて、県営住宅についての情報、活動

計画について、「ひまわり」が入院者に向けた新聞発行） 

        ②各ワーキングの動きについて全体で共有 

第 6回 11 月 6 日…参加人数 13 人 

    内容：①情報共有 

        第 2 回運営委員会報告、「住まいの支援相談会」について、事業所が独

自でしている居住支援についての情報、独立した不動産仲介業者へ挨



拶へいった件報告、吉田・五条山病院の退院支援の状況 

       ②地域移行・定着事業推進のための取り組みについて検討 

第 7回 2月 5 日…参加人数 11 人 

    内容：①情報共有・相談 

ケース（退去支援にあたっての必要書類について、母と引きこもりの息子

の世帯分離支援、地域定着支援の新規申請、居住支援法人を利用しての転

居支援） 

②地域移行・定着支援推進の動き（病院訪問の報告、今後の動き確認） 

③今年度の振り返り 

参加事業

所等 

主担当：相談支援事業所歩っと   サブ担当：相談支援事業所たむたむ荘 

奈良市障がい福祉課、基幹相談支援センター、相談支援事業所リベルテ、 

グループホームノイエ、吉田病院、五条山病院、サポートセンター夢 

アメニティ・ライフサポート・アシスト 

今年度の

取り組み

協議事項 

 

成果 

 

重点協議

項目 

 

来年度の

活動へ向

けて 

 

 

【居住支援について】 

１．今年度の取り組み 協議事項 

「居住支援」という言葉が徐々に多分野の福祉関係者の中に定着をし始めていること

から、これまで潜在的にあった住まいに

関する困りごとのニーズが表面化（連帯

保証人、緊急連絡先、初期費用の捻出、ペ

ットの多頭買い、退去勧告など）してきて

いる。そのニーズに対して支援体制の構

築や知識及び技術の蓄積などの必要性が

あるため、奈良県居住支援ネットワーク

及び奈良県居住支援サミット実行委員会

に参加し、居住支援に関心のある不動産

関係者や福祉関係者とのネットワークづ

くりや、居住支援という言葉を広げるた

めのサミットを開催した。また、これまで

にはなかった居住支援における困りごと

を相談、交流できる場として、「住まいの

支援『交流＆相談』の場を創設した。取り

組みの中で得た知識や技術は、地域移行

グループ内で共有し、各機関での支援に

活用している。 

 

２．成果 

①住まいの支援『交流＆相談』の場を地域移行グループとして主催した。９月、11 月、

１月、３月の４回オンラインで開催し、不動産系居住支援法人、福祉系居住支援法人、全

国居住支援協議会研修委員、委託相談支援事業所、若年性認知症サポートセンター、くら



しとしごとサポートセンター、大学教授、奈良市自立支援協議会、奈良市基幹相談支援セ

ンター、精神科病院相談員、奈良市基幹型包括支援センター、不動産仲介業者、指定特定

相談支援事業所、宿泊型生活訓練事業所のスタッフが参加した。平均参加人数は 11.8名。

それぞれが担っている業務についてや住まいの支援での困りごとなどをざっくばらんに

話した。奈良市外の居住支援関係者の参加や障害分野ではない福祉関係者の参加も多く

みられ、他職種、多分野の交流ができた。 

 

②ケース検討（課題や解決案） 

・不動産の多様な処分方法や買い取って住まいを提供する方法など、福祉関係者だけで

は得られない視点や住まいの支援に関する研修の案内、圏内の動きなどを共有できた。 

・福祉系行政からアセスメントなしで居住支援法人への丸投げが見聞きされるようにな

っており、居住支援法人との連携における課題を確認した。 

・猫多頭飼いの方の賃貸住宅探しについて居住支援法人所有の物件への入居相談まで会

の中で支援が進んだ。 

・迷惑行為の多い方の立ち退き訴訟に関して専門知識のある弁護士の紹介などを行なう

ことができた。 

・福祉関係者の知識や技術を不動産側にどのように知ってもらい活用してもらうかなど

情報や資源の整理の必要性がある。 

・契約者が亡くなり残された居住者が未契約のまま居住し続けている事例、居住支援法

人からサブリース契約を自治体に提案したところ生活保護課から許可が出なかった事

案、ごみ屋敷の整理整頓の方法などから課題があがった。課題に対しては、未契約のまま

住まい続ける場合の訴訟リスクの共有、サブリースに先駆的に取り組んでいる訪問看護

担当者の紹介、ごみ屋敷のゴミ撤去について分割支払いなどが可能な業者の紹介があっ

た。また、審査に通りやすく、居住支援法人などにも広く活用されている家賃債務保証会

社の紹介、転居時のエアコンや家具什器費など生活保護制度の活用方法などの話もあっ

た。 

・居住支援法人向けの家賃債務保証の内容や活用の仕方について。猫のしつけの方法に

ついて。家族関係が不仲な状況から離れて生活するために必要な準備など。 

・住宅ローンと借金両方ある方の相談が時折みられるようになっているが、住所地情報

から不動産の最新の売買記録などを調べることができ、自己破産を選択する前に不動産

売却を行うことで任意売却ができ、競売による売却よりも相談者に経済的な余裕を持っ

てもらうことができる可能性がある。 

・居住支援法人としてサブリースを行なうなら、居住支援法人用に開発された家賃債務

保証プランの活用や、不動産系居住支援法人の物件情報を福祉関係者向けに発信するこ

とで、支援者のついている状態での入居支援が実施しやすくリスクが減る。 

 

③奈良県居住支援サミットへの参加 

奈良県居住支援サミットの実行委員会に参画し、「居住支援」という言葉を広げていく

ためのサミットを開催した。第 4 回のサミットでは県内で活躍する２つの不動産系居住

支援法人と福祉系居住支援法人から、不動産系居住支援法人が活動する上での困りごと



について問題提起をしてもらった。サミットを通じて今後の課題となったのは 

１）居住支援という言葉がまだまだ広がっていないこと 

２）居住支援法人の存在自体が知られていないこと 

３）居住支援法人へ本来福祉専門職が担うべき支援が丸投げされていること 

の３点。１）については、サミットや居住支援ネットワーク、県居住支援協議会を通じて

の広報活動の強化。２）についても同様。３）については居住支援法人と福祉専門職のお

互いの強みを活かした連携の言語化、視覚化が必要となる。今後、地域移行グループとし

てだけではなく、県居住支援協議会や居住支援ネットワークなどとの連携強化により課

題の共有化、解決を図っていく 

 

３．重点協議項目 

「居住支援」は障害に限らずどの分野であっても潜在的なニーズが存在している。現在は

奈良県住宅課が奈良県居住支援協議会の運営を行い、奈良市も協議会の会員になってい

るが、奈良市として分野を越えた居住支援ニーズの把握をしていく体制が整っていない。

障がい福祉課だけでなく、高齢、こども、外国人、DV 被害者など様々な方の居住支援ニ

ーズに対して現在の県全体の動きを知り、支援体制を構築していくために、奈良県居住支

援協議会や奈良県居住支援サミットへの参画及び参加をしていく必要がある。県協議会

では今後、居住支援サミットの企画運営、県営住宅の目的外使用、民間不動産仲介業者と

の連携の３つの柱を軸に協議実践していく予定。奈良市にて活動をしている民間の社会

福祉法人やＮＰＯ法人、居住支援法人などはすでに居住支援協議会への参加を積極的に

行っている。自立支援協議会として居住支援協議会とどのような協働ができるのかを探

っていく必要がある。 

 

４．来年度の活動について 

住まいの困りごと『相談＆交流』の場について、来年度以降は、自立支援協議会の地域

移行グループ主催という形ではなく、地域移行グループから派生した任意の会として開

催を継続していける道筋をつけていくことを目標にしている。その際には自立支援協議

会から誕生したグループであるため引き続き「自立支援協議会後援」や「自立支援協議会

共催」などと協議会の名称を利用できるようにしていきたい。地域移行グループとして居

住支援に関する取り組みとしては、引き続き奈良県居住支援ネットワークや奈良県居住

サミット実行委員会への参加を継続していく。また、二名包括支援センターの圏域におい

て実践している支援者が相談できる場である多職種連携（弁護士や居住支援法人も参加）

を柱とした「二名ネットワーク」や、230名以上の県内福祉関係者が参加する、モノや情

報の無償のやり取りの場である「リユース＆教えて・ならねっと」など居住支援に関わる

資源についてもより多くの関係者に広報をしていき、居住支援を含む生活支援の幅を広

げていく。 



 

 

 

【地域移行支援推進について】 

１．今年度の取り組み 協議事項 

・過去に精神科病院・地域（相談支援事業所）・行政が協働して行なっていた地域移行支

援の学習会の取り組み再開を目標として準備を行なった。 

・コロナ禍以前には年数件、地域移行支援事業の新規利用申請が上がっていたが、以降は

感染拡大予防の側面から病院での面会や外出が難しくなったことから利用申請はあがら

なくなり、以降現在までない状況が続いている。 

・入院者の状況は、支援者がおり 3 ヵ月で退院する人と入院が長期化して支援者がいな

い人に二極化しており、併せて高齢化の問題など課題の複雑さもある。 

・退院の際に計画相談支援を依頼できる相談支援事業所を探すことに病院 PSW が苦労し

ており、入院中から継続した支援者がいるのは助かるという声もある。 

・上記を背景とし、申請があがらない期間が続いたことから①職員の異動などにより事

業を知らない、利用したことがない医療従事者が増えた。（相談支援事業所も行政も同様）

②事業は個別給付で利用者の申請により利用はできるが、入院者に事業の情報が届いて

いない ③申請があった際に、指定を取っている相談支援事業所が動ける状況にあるか 

などの課題が出てきた。 

 

２．成果 

・市内 2 ヵ所の精神科病院と地域移行グループとで事例検討会を定期的に行なうための

土台作りができた。2025 年度から実施予定。 

・地域移行支援・地域定着支援事業の指定を取っている事業所が、実際に依頼があった際

にどれくらい稼働できるかという課題について、指定相談支援事業所 9 ヵ所に状況の聞

き取りを行なった。「指定は取ったが動いたことはない」「依頼があれば動くつもりでい

る」「事業としてではないが既に退院前支援で動いている」など、状況把握ができた。 



・平成 29 年度に当グループで作成した「地域移行支援・地域定着支援ハンドブック」は、

精神科病院に長期入院している人と家族、支援者に対して事業を周知することや医療機

関と福祉機関とが退院を推し進めていくために連携していくことを目的に作られたが。

しかし現在も同様の課題があり、ハンドブックの改定を行ない、市内の精神科病院と障が

い福祉課に配布した。 

 

３．重点協議項目 

・事例検討会においては、自立支援協議会の取り組みではあるが、行政・医療・福祉との

連携が欠かせない。 

・地域移行支援事業に関わる人が、事業の目的や対象者像、実際の支援や手続きなどを再

確認できる機会、学び直す機会が必要である。 

 

４．来年度の活動に向けて 

・精神科病院との事例検討会を開き、事業利用により退院できる人への支援を進めてい

く。また、医療・福祉・行政で横のつながりを作るきっかけとする。 

・指定相談支援事業所を対象にした学習会を企画し、申請があがってきた時の支援体制

を作っていけるようにする。 

その他提

言事項な

ど 

行政への提案として 

１、「居住支援」は障害に限らずどの分野であっても潜在的なニーズが存在している。現

在は奈良県住宅課が奈良県居住支援協議会の運営を行い、奈良市も協議会の会員になっ

ているが、奈良市として分野を越えた居住支援ニーズの把握をしていく姿勢が現在のと

ころ見られない状況が続いている。障がい福祉課だけでなく、高齢、こども、外国人、DV

被害者など様々な方の居住支援ニーズに対して現在の県全体の動きを知り、支援体制を

構築していくために、奈良市福祉行政からも奈良県居住支援協議会や奈良県居住支援サ

ミットへの参画及び参加をしていただきたい。県協議会では今後、居住支援サミットの

企画運営、県営住宅の目的外使用、民間不動産仲介業者との連携の３つの柱を軸に協議実

践していく予定。 

 

２、「住まいの支援『相談＆交流』の場」へ行政としても参加し居住支援の現場ニーズの

把握に取り組んでいただきたい。 

 

３．地域移行支援・地域定着支援事業を必要とする当事者が必要な時に利用できるよう、

継続した各機関への働きかけと、申請や利用手続きが本人の負担とならないよう、スム

ーズに対応していただく準備をお願いしたい。 

 



 

掃除はヘルパーさんに 

手伝ってもらいたいなぁ 

練習にも慣れてきた！ 不安も減って

きた！ 

もうそろそろ退院も目に見えてきたか

な？ 

ど う で し た

か？ 

1人だと不安だったけど、 

一緒に手伝ってくれるのは 

安心！！ 

どんな支援があるの？？ 

薬の管理は？ 

お金の管理は？ 

退院後は日中どう過ごそう？ 

生活に必要なこと

は？ 

どうしよう… 

やらないといけないこ

とがいっぱい…！ 

 

退院したい‼ 
みんなで共有 

具体的に退院後の生活の計画をたてましょ

う！ 

・ヘルパー     ・就労継続支

援 A型 

・移動支援     ・就労継続支

援 B型 

・生活介護     ・短期入所 

                         

などなど 

   生活を支えるサービスを調整 

退院後も生活をサポート 

・地域定着支援事業 

  訪問・電話相談等、生活に慣

れる 

  までサポートします 

 

・計画相談支援の継続 

  定期面談（モニタリング）を

通して 

  生活を一緒に考えます 

そのつど練習を重ねる 

 

 

地 域 移 行 を申

請！ 

振り返り 

退院 

サービス利用開始 
不安 

支援がある 

から安心 

退院後のイメージづくり 

院内スタッフに伝

える 

病棟看護師 

病院相談員 

病院スタッ

フ 

家族等 

地域スタッ

フ 

退院したいけど… 

どうしたらいいのかな

… 

じゃあその計画を作成します

ね‼ 
（計画相談支援担当：相談支援事業

所） 

依頼 

一緒に退院に向けて考えていきまし

ょう‼ 

（地域移行支援担当：相談支援事業

所） 

聞き取り調査・認定調

査 

サービスの支給決定 
一緒に取り組んでいきましょ

う！ 

おうちは？ 

大丈夫ですよ、ゆっくりと、 

ひとつずつ一緒に考えていきながら取り組みま

しょう！ 

・一緒に不動産屋に行く 

・買い物に一緒に行く 

・各種手続き 

・通所先へ体験利用 

・ 自 宅 へ の 外 泊           
などなど 
   本人の希望にそった支援をしま

す 

病院・地域とそれぞれ取り組むことを共

有 

おめでとうございま

す！！ 

本人   病棟相談員  主治医  病棟看護師 市役所   計画相談   地域移行   

通所事業所等 

                                                 

担当者     担当者 

※事業所の方へ 

計画相談支援の手引きも確認してください 



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

令和 6 年度版  

奈良市地域自立支援協議会 

地域移行グループ 



 １ 

 
 

さまざまな理由で入院されている人が、退院して地域生活を送ることができるように 
相談支援事業所の相談支援専門員などがお手伝いします。 

■対象者： 

・精神科病院に長く入院している人など、退院するにあたって支援を希望する人 

 ・障害者支援施設や更生保護施設などの施設を出て、地域生活をしたいと希望する人 

■支援の内容 

  ・退院、退所に向けた計画を立てて、一緒に取り組んでいきましょう！ 

  ・地域生活をイメージして、必要に応じて病院のスタッフや地域の福祉サービス事業所とも 

連携を図ります！ 

・住むところを探したり、生活に必要なものを準備したり、地域で生活するためのお手伝いをします！ 

■期間：原則6ヶ月。更新は可能です。（退院までにかかる期間は人によってさまざまです） 

 

 

■対象者：退院、退所して単身生活している人など、地域生活で不安があり支援を希望する人 

■支援の内容： 

・緊急時に電話などで相談に応じ、必要に応じて家庭訪問を行ないます！ 

・地域の福祉サービス事業所や病院のスタッフと連携します！ 

■期間：原則1年以内。更新は可能です。 

地域定着支援 地域生活の継続のための支援を行うサービスです 

地域移行支援 地域生活の継続のための支援を行うサービスです 



 ３ 

アパートでの生活 

Y さん（男性、４６歳）の場合 
 

Yさんについて 

  入院当時のことを殆ど覚えていません。 

  “早く家に帰りたい”と思いながら、8年間の入院。 

  他の多くの患者さんと同じように、“待つしかない”と思っていました。 

 
退院を待つしかないと思いながら… 

  両親が高齢になり、介護が必要な状態になりました。 

  実家に帰ることが出来なくなり、退院についての話題は誰からも出なくなりました。 

  退院して、再入院で戻って来る患者さんに何人も出会い、退院することの難しさを感じる時がありました。 

  入院して4年が経った頃に“任意入院”になりましたが、何も変わらず、規則正しい開放病棟での生活が続きました。 

 
退院に向けて、地域移行支援！？ 

  突然、退院についての話題が出てきました。「地域移行支援を申請して、退院を目指してみませんか？」と。 

  半信半疑でしたが、家族も賛成してくれ、取り組むことにしました。 

  家探しに3ヶ月もかかった時は焦りがありました。気に入ったアパートが見つかってからは、生活用品をそろえるために、自宅

に出向く機会が増えました。 

  自分で何かを決めることが少ない生活でしたが、一つ一つ退院に向けて自分で決めることも多くなりました。 

 
退院が目の前に、そして退院 

  外泊が始まり、一人暮らしをする怖さ、1人で食べる夕食のさみしさがありました。 

  でも、退院したい思いの方が勝っていたことを覚えています。 

  退院して、“先行きが明るくなった”と感じました。 

  日々 の生活で“自由がきく”こと、“プライバシーがある”ことを感じています。 

 

   

Y さんの 1 週間 

 

 月 火 水 木 金 土 日 

午前 デイケア A 事業所 訪問看護 A 事業所 診察 訪問看護 
 

午後 デイケア A 事業所 
 

A 事業所 
ヘルパーさん 

と買い物•調理 
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費用は無料です。 
 

ただし、外出の交通費や飲食に関する実費は自己負担となります。 

地域移行支援はお金がかかりますか？ 

支援期間は 6 ヶ月となっていますが、更新は可能です。 

何度か更新をしている人もおり、本人のペースにあった支援をします。 

退院が不安になったらその都度気持ちをお聞きして一緒に考えます。 

地域移行支援を受けても、退院ができないことがありますか？

また退院が不安になったらやめてもいいですか？ 

地域にはどんな暮らしの場がありますか？ 

単身用のアパートのほかにも、身の回りのことを手伝ってくれたり 

おなじ障がいをもったひとたちが集うグループホームや 

  65 歳以上の方は有料老人ホームなどの場があります。 
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✿居宅介護（ホームヘルプ） 

  ヘルパーが、自宅を訪問して、調理や洗濯、掃除など家事をお手伝いします。 

  また、通院や市役所での手続きの同行支援もあります。 
 

✿短期入所（ショートステイ） 

  入所施設やグループホームの一室に、短期間寝泊りができます。 

一人暮らしで疲れた時や、気分転換がしたい時などに利用できます。 

✿共同生活援助（グループホーム） 

   共同生活を行なう住居で、日常生活上の支援を行ないます。 

  一人暮らしの不安感や孤独感が、共同生活することでや和らぐこともあります。 

✿生活介護 

  仲間とおしゃべりしたり、食事をしたり、さまざまな創作活動や生産活動に取り組んでいます。 

✿自立訓練 

  自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、 

    生活できるように話し合いをしたり、練習したりします。 

✿就労移行支援 

  一般企業への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の 

    向上のために必要な訓練に取り組みます。 

✿就労継続支援（A 型•B 型） 

  一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために 

    ミーティングや作業に取り組みます。【雇用契約を結ぶA型と雇用契約を結ばないB型があります】 

✿地域活動支援センター 

  精神障がいのある方が通所しながら安心して過ごせる場所として、さまざまなプログラム活動に取り組みます。 

✿移動支援 

  生活に必要な外出（買い物など）や余暇活動、社会参加の外出（美術館など）の時に、 

    ヘルパーの同行支援を利用できます。 

 

 

  

 

 

障 害 福 祉 サービスについて、詳 しく知 りたい時 は、障 がい福 祉 課 で教 えてもらえます。 

また、利 用 を希 望 される時 は、相 談 支 援 事 業 所 の相 談 員 や病 院 の相 談 員 に相 談 できます。 



 

６ 

※表紙の絵は長期入院を経て現在地域で支援を受けながら生活されている方が描かれた絵です。 

絵には「地域の生活は自分でやらないといけない事がたくさんあって大変、 

でも『自由』ですばらしい」という思いを込めたそうです。  

 

 

 

 

 

  奈良市内在住の方 

     奈良市役所 障がい福祉課 生活支援係   TEL：0742-34-4593 

     奈良市基幹相談支援センター            TEL：0742-93-3438 

 

    奈良市外在住の方 

     各市町村の障害福祉担当課へご相談ください 

 

お問い合わせ先 

作成：奈良市地域自立支援協議会 

               地域移行グループ 

 

事務局：奈良市社会福祉協議会 

          〒630-8454 奈良県奈良市杏町 79-4 

TEL 0742-93-3100 
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